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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．第40期の１株当たり配当額には、創業40周年記念配当５円を含んでおります。 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

売上高（千円） 4,570,503 4,583,678 4,592,977 5,062,095 5,250,456 

経常利益（千円） 312,926 326,021 260,848 477,364 388,842 

当期純利益（千円） 152,170 145,840 140,650 254,435 217,800 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 396,200 396,200 396,200 396,200 396,200 

発行済株式総数（株） 3,920,000 3,920,000 3,920,000 3,920,000 3,920,000 

純資産額（千円） 2,572,334 2,639,928 2,719,518 2,912,644 3,069,004 

総資産額（千円） 3,855,609 3,891,433 3,842,600 4,574,561 4,220,339 

１株当たり純資産額（円） 654.81 672.47 692.83 748.52 788.70 

１株当たり配当額（円） 

(内１株当たり中間配当額) 

9.00 

(－) 

10.00 

(5.00) 

10.00 

(5.00) 

15.00 

(5.00) 

12.00 

(5.00) 

１株当たり当期純利益（円） 32.62 31.52 30.08 65.39 55.97 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 66.7 67.8 70.8 63.7 72.7 

自己資本利益率（％） 6.0 5.6 5.2 9.0 7.3 

株価収益率（倍） 21.77 23.38 29.52 14.33 11.61 

配当性向（％） 27.6 31.7 33.2 22.9 21.4 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
240,185 269,046 △31,359 745,838 △84,971 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△200,281 △205,792 △153,647 △265,877 △66,989 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△47,104 △54,359 △38,863 △38,776 △58,278 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
876,110 885,004 661,133 1,102,318 892,078 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用者数] 

389 

(77) 

432 

(66) 

434 

(46) 

436 

(49) 

448 

(39) 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和42年７月 北海道札幌市福住（現 豊平区）に環境衛生を業とする日本サニタ㈱を設立 

昭和43年７月 青森営業所開設（現 東北支社青森支店） 

昭和44年６月 函館営業所開設（現 青森支店函館営業所） 

昭和45年２月 秋田営業所開設（現 東北支社秋田支店） 

昭和46年２月 盛岡営業所開設（現 東北支社盛岡支店） 

昭和47年８月 八戸営業所開設（現 青森支店八戸営業所） 

昭和48年３月 仙台営業所開設（現 東北支社仙台支店） 

昭和49年８月 弘前営業所開設（現 青森支店弘前営業所） 

昭和53年３月 環境計量証明事業登録 

昭和58年６月 測量業登録 

昭和59年１月 東京支社開設 

昭和59年１月 建設コンサルタント登録 

昭和59年２月 山形営業所開設（現 仙台支店山形営業所） 

昭和59年４月 福島営業所開設（現 仙台支店福島営業所） 

昭和59年８月 大阪営業所開設（現 大阪支社） 

昭和59年10月 建設業登録（大臣登録）し、管工事・アスベスト処理業務開始 

昭和60年２月 東京技術センター開設、環境計量証明事業登録 

昭和60年12月 商号をエヌ・エス・環境科学コンサルタント㈱に変更 

昭和61年12月 東北技術センター開設 

平成２年６月 名古屋支店開設 

平成４年４月 九州支店開設 

平成４年５月 応用地質㈱のグループ会社となる 

平成４年６月 神奈川営業所開設 

平成５年12月 地質調査業者登録し、地盤・地下水にかかわる環境保全業務推進 

平成６年４月 広島支店開設（現 中四国支社） 

平成６年９月 本店を東京都港区新橋６丁目に移転 

平成８年７月 一級建築士事務所登録し、廃棄物処理施設にかかわる業務開始 

平成８年10月 商号をエヌエス環境㈱に変更 

平成９年４月 静岡営業所・大分営業所開設 

平成９年７月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成10年12月 四国営業所開設 

平成11年４月 山口営業所開設 

平成11年５月 和歌山営業所開設 

平成12年10月 関東支店開設 

平成13年４月 岡山営業所開設 

平成13年10月 本社（大塚事務所）及び中四国支社が国際環境規格ISO14001の認証取得 

平成14年２月 新潟営業所開設 

平成14年６月 札幌支社、本社（大塚事務所）及び中四国支社がISO9001の認証取得 

平成15年２月 特定計量証明事業所（ＭＬＡＰ）に認定・登録 

平成15年12月 全社型ISO9001の認証取得 

平成16年１月 青森支店が国際環境規格ISO14001の認証取得 

平成16年１月 北陸営業所開設 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

  平成16年12月   本店を東京都港区西新橋３丁目に移転  

 平成18年３月  （財）日本建築センターより、アスベスト除去工法「ＮＳクリーンシステム工法」を認証取得  

 平成18年９月  山形営業所新築移転  

 平成18年10月  創業40周年記念式典開催 

平成19年７月 ＮＳマネジメントシステム（ISO9001・ISO14001）全社統合の認証 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び親会社（応用地質㈱）で構成されております。また、当社

と取引のある関連当事者としては、応用地質㈱の子会社10社があります。 

 当社は、環境アセスメント等の環境調査、ダイオキシン分析などの計量事業を主力とする環境コンサルタント企業

であり、応用地質㈱は地質調査を主力とする総合コンサルタント企業であります。 

 当社グループ及び当社と取引のある関連当事者との具体的な事業内容並びに位置付は、次のとおりであります。 

以上の企業集団を図示すると次のようになります。 

区分 主な事業内容 事業会社 

調査事業 

環境調査、環境アセスメント、土壌汚染調査 当社、応用地質㈱ 

地質調査、建設コンサルタント、土木設計 

応用地質㈱、東北ボーリング㈱、ＯＹＯイ

ンターナショナル㈱、宏栄コンサルタント

㈱、オーシャンエンジニアリング㈱、南九

地質㈱、応用ジオテクニカルサービス㈱、

㈱ケー・シー・エス 

計量事業 環境分析、計量証明、アスベスト分析 当社、応用地質㈱ 

建築物管理事業 
害虫駆除、建築物関連清掃、空気環境測定、 

飲料水検査、光触媒施工、アスベスト対策工事 
当社 

計測機器事業 
地質調査用機器、石油探査機器、環境分析機器、 

その他機器の開発・製造・販売 

当社、応用地質㈱、応用リソースマネージ

メント㈱、シグマ工業㈱、応用計測サービ

ス㈱ 



４【関係会社の状況】 

親会社 

 （注）応用地質株式会社は株式会社東京証券取引所市場第一部に上場しており、有価証券報告書を提出しております。

５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを

含んでおります。）であり、臨時雇用者数（パートタイマーを含む）は年間の平均人員を（ ）外数で記載

しております。 

２．平均年間給与は、税込支払給与額の平均であり、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円） 
主要な事業内容 

議決権の被
所有割合 

（％） 
関係内容 

応用地質株式会社 東京都千代田区 16,174 

地質調査等建設

コンサルタント 

計測機器の製造

販売 

68.6 

環境調査及び計量分析を主

体に全国的に環境関連業務

を請け負っている。また、

地質調査関連業務について

委託している。 

事務所設備の賃貸借あり。 

役員の兼任１名あり。 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

448（39）  39.5 9.1 5,140,771 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

この一年を振り返ると、国内では昨年９月、高い支持率に支えられ安倍新内閣が発足したものの、発足直後から

政治資金疑惑が相次いで発覚し、新閣僚が次々と辞任、更迭されただけでなく、現職閣僚の自殺という痛ましい事

件にまで発展しました。また、大規模な年金問題が発覚し、政治不信は一挙に高まり、支持率は20％台まで急落し

ました。この状況の下で行われた今年７月の参議院選挙では、当然ながら自民党は惨敗し、その直後に開催された

臨時国会では、安倍総理が所信表明直後、突如辞任表明するという憲政史上初の椿事を招きました。 

その後、９月に福田新内閣が発足し、現在に至っているものの、安定した政局には程遠い状況にあると云わざる

を得ません。一方、世相においても、虐め・自殺問題に代表される教育現場の荒廃、親族間での残虐な事件の多発

など世紀末を思わせる事が多くなっております。また、自然界では、７月に起きた中越沖地震により、柏崎刈羽原

子力発電所施設でのまさかの火災が発生し、大事には至らなかったものの、原発に対する国民の不安は高まり、今

後のエネルギー政策にも不安をもたらす要因ともなりました。 

海外では、イラク情勢はますます混迷を深め、周辺諸国も捲き込みドロ沼化の様相を呈しています。また、長い

間、拡大を続けて来たアメリカ経済は、８月にサブプライムローン問題が表面化したことを契機に、世界規模での

信用不安を招き、わが国をはじめとして大幅な株価下落となり、世界経済に大きな不安を投げかけています。その

他、イラク戦争に端を発した石油価格の高騰は、中国などでのエネルギー需要の高まりも加わり、依然として高止

まり状態となり、インフレ要因の一つとして懸念されています。 

このように、国内外において政治・経済ともに不安定な状況下にありますが、わが国の経済については、国・自

治体とも依然として深刻な財政難にあるものの、自動車、鉄鋼、造船といった輸出産業が、中国、インドなど

BRICsと呼ばれる発展途上国の経済発展に支えられ、全体としては、緩やかながらも景気拡大基調にあると云われ

ています。 

このような社会情勢のなか、環境事業に携わる当社を取巻く営業環境は、地球温暖化、土壌汚染およびアスベス

ト対策等の環境施策が新たな市場を創出しました。しかし、公共事業の更なる縮減および社会問題の一つともなっ

ているダンピング問題など依然として厳しい状況にあると云わざるを得ません。一昨年、大阪での深刻なアスベス

ト被害は、突如としてアスベスト関連市場（分析、対策工事）を生み、これに対し、いち早く対応した結果、前期

については大きな収益源となりました。しかし、この市場は、その後、急速に規模を縮小するとともに、参入企業

の急増により著しい価格競争を招くこととなりました。そのため、今期のアスベスト関連での売上は、前期の約半

分に止まるなど、環境マーケットは短期間で大きく変化することを改めて認識させました。また、官公庁の発注方

式についても、従来の指名競争入札中心から、一般競争入札方式そして価格だけでなく、技術提案を織り込んだ総

合評価方式に移行する傾向にあることから、これらの新たな方式へ積極的に取組んで参りました。その他、当社の

得意とする計量業務を足掛かりに、新たな民間市場開拓にも積極的に取組んで参りました。 

その結果、当事業年度の受注高は51億１千５百万円（前年同期比1.4％減）、売上高は52億５千万円（同3.7％

増）といった結果となりました。 

 受注・売上については、前期は、突如として出現したアスベスト関連市場に対し、迅速に対応した結果、受注・

売上ともに11億円を超える規模となり、収益向上に大きく貢献しました。しかし今期につきましては、前述しまし

たように、アスベスト関連市場は急激に縮小する傾向にあり、前期の約半分の６億円規模に止まりました。この落

込みに対し、大気汚染、土壌汚染対策および風力発電関連業務で補いましたものの、低廉化の影響も受け、受注に

ついては前期を僅かに下回る結果となりました。売上については、前期からの繰越が予定どおり今期の完成計上と

なったこと、新規業務についても順調に推移したことなどから、前期を若干上回る実績となりました。 

 しかし、原価率については、自動化などで業務効率を高めるほか、あらゆる面での経費節減に努めましたもの

の、厳しい受注価格競争の煽りを受け、前期に比べ3.3％悪化する結果となりました。 

 販売費及び一般管理費については、経費の節減に努めた結果、13億６千万円となり、前年同期比で1.0％減、売

上高販売費及び一般管理費率につきましても、前年同期比で1.2ポイント改善いたしました。 

  その結果、利益面では、営業利益３億８千１百万円（前年同期比19.2％減）、経常利益３億８千８百万円（同

18.5％減）、税引前当期純利益３億９千７百万円（同14.9％減）、当期純利益２億１千７百万円（同14.4％減）と

いったように、売上が増えたものの、原価の高騰により、利益の面では、いずれも前年同期を下回る結果となりま

した。 



 事業部門別の営業概況は次の通りであります。 

 調査部門におきましては、受注高24億５千９百万円（前年同期比7.5％増）、売上高25億５千５百万円（同

14.9％増）、受注残高15億７千６百万円（同5.7％減）となりました。 

 新規の道路建設や河川開発に係る業務の発注については、減少傾向にあるうえ低廉化の影響も受け、若干減少し

ました。しかし、既往施設に対する、振動・騒音・臭気・大気といった生活環境関連業務については増加する傾向

にあり、受注を伸ばしました。また、都市部を中心に土地取引が活発なことから、これに係る土壌汚染対策関連も

業績を伸ばしました。その他、従来から手掛けている民間風力発電事業に係る環境アセスメントについても、全国

規模にまで裾野を拡げました。 

  売上については、前期から繰越した風力発電事業に係る複数の大型環境アセスメントが予定通り今期の計上にな

ったこと、新規受注物件についても順調に推移したこと等から、前期を上回る実績となりました。 

 計量部門におきましては、受注高21億６千５百万円（前年同期比2.6％減）、売上高21億５千８百万円（同2.4％

減）、受注残高５億１千６百万円（同1.4％増）となりました。 

 ここ数年、計量部門の大きな比重を占めてきたダイオキシン類の分析は、特別措置法施行期間の終了および低廉

化の影響もあって、平成14年をピークに減少傾向にありました。これに対し、自動化等の業務効率の向上によって

コスト競争力を高め、積極的な営業展開をした結果、５期ぶりに受注・売上とも回復させることが出来ました。土

壌汚染対策関連では、土壌及び地下水を対象とした分析業務が好調だったものの、業務内容の多様化から、その一

部を「調査」として分類したことにより、計量部門の受注・売上は前期を僅かに下回る結果となりました。その

他、競争激化による分析価格の低廉化が、受注・売上実績を押下げる要因となりました。 

 建築物管理部門におきましては、受注高４億９千万円（前年同期比27.6％減）、売上高５億３千６百万円（同

14.3％減）、受注残高７千５百万円（同37.9％減）となりました。 

  この部門は、以前からアスベスト対策工事（除去工事）を手掛け、多くの実績を有し、関係資格を有する技術者

も豊富に擁しています。前期は、アスベスト特需とも呼ばれる市場が10数年ぶりに出現しましたが、これに対し、

当社の保有する認証工法（ＮＳクリーンシステム工法）の優位性を活かし、全社をあげて事業拡大に取組んだ結

果、６億円を超える規模にまで拡大しました。しかし、今期に入ってからは、市場規模が急速に縮小するととも

に、多くの業者参入により厳しい営業環境となり、結果として受注・売上とも減らすこととなりました。除去工事

を含むアスベスト関連市場については、国民の健康管理の観点から重要な事業と位置付けており、今後とも積極的

に取組んでいく所存です。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べて２億１千万円減少

し、８億９千２百万円となりました。 

 なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

（営業活動におけるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により用いた資金は、８千４百万円（前年同期は７億４千５百万円の資金増）となりました。この主な

要因は、未成調査等受入金が１億１千９百万円減少したこと及び前事業年度の利益増加による法人税等の支払額３

億１千６百万円（前年同期は７千５百万円）によるものであります。 

（投資活動におけるキャッシュ・フロー） 

 投資活動により用いた資金は、６千６百万円（前年同期は２億６千５百万円）となりました。この主な要因は、

既設分析・測定機器の定期更新等の有形固定資産の取得による支出９千２百万円（前年同期は１億７千５百万）に

よるものであります。 

（財務活動におけるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は、５千８百万円となりました。この内訳は、利益処分による配当金の支払額３千

８百万円及び中間配当額１千９百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当事業年度の受注状況を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．販売実績に占める中央官庁・公共企業体・地方自治体向けの合計額は、2,140,324千円（40.8％）でありま

す。 

(4）主要顧客別販売状況 

 最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

事業部門別 
第41期 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

調査（千円） 2,555,824 114.9 

計量（千円） 2,158,117 97.6 

建築物管理（千円） 536,514 85.7 

合計（千円） 5,250,456 103.7 

事業部門別 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

調査 2,459,792 107.5 1,576,982 94.3 

計量 2,165,301 97.4 516,724 101.4 

建築物管理 490,380 72.4 75,743 62.1 

合計 5,115,475 98.6 2,169,450 94.1 

事業部門別 
第41期 

（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

前年同期比（％） 

調査（千円） 2,555,824 114.9 

計量（千円） 2,158,117 97.6 

建築物管理（千円） 536,514 85.7 

合計（千円） 5,250,456 103.7 

相手先 

第40期 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

国土交通省 608,829 12.0 527,911 10.1 



①新しい技術の習得と技術開発 

環境に対する社会的ニーズ、規制の基準および対象物等は、日毎に変化することは云うまでもありませんが、今

後もこの傾向はさらに強まると見込まれます。最近の例としては、アスベストやＰＣＢに対する規制基準、分析方

法の改定、昨今では、通称PM2.5と称される大気中の微小粒子状物質に対し、人体への影響や地球温暖化への懸念

材料として関心が高まっています。しかし、これらの分析等は、従来の計量法や既設の設備ではカバーしきれない

レベルにあると云えます。そのため、これらの新たな市場に向け、高い技術力を習得する体制ならびに次世代に向

けた高度な設備を構築しない限り、今後、事業の拡大はあり得ないと判断しています。このような認識から、次期

については、中央研究所構築を目指し、スタートする計画であります。 

②内部統制の構築 

2008年４月以降、わが国においても内部統制の構築と運用が義務づけられます。この流れに先んじ、今期、その

一部をスタートさせましたが、次期には更に具体的な行動に着手する計画です。昨今、大規模な独占禁止法違反、

インサイダー取引違反、不正利益計上さらには食の安全などが大きな社会問題として報じられています。これら

は、一旦、表面化すると、企業の存続が危ぶまれるほど社会から厳しく制裁を受けることは確実です。 

当社は、３年前、誠に遺憾ながら、大阪府土木部発注業務において独占禁止法違反で処分を受けるという大変苦

い経緯があります。これを契機に、営業方針を抜本的に見直し、かかる事態を二度と起こさないよう全社を挙げて

コンプライアンス活動の維持・強化に努めて参りました。今後も、営業部門のみならず、品質、社会モラルさらに

は経営体質などあらゆる部門を対象とした内部統制活動に取組む所存であり、既に構築に向けての委員会設置、運

用システム、ソフトそして人材確保などの整備を進めております。 

③利益体質の向上 

 環境関連技術の社会的に果すべき役割は、今後とも更に高まると考えています。しかし、社会のニーズは複雑か

つ急速に変化し、技術も日々進歩することは云うまでもありませんが、この状況に対し、如何に迅速かつ的確に対

応出来るか否かに企業の存亡が懸かっています。そして、迅速に対応するためには、優秀な人材ならびに武器とな

る機器・設備が不可欠であり、これらを確保するためには、利益ならびに財務体質の強化を図る必要があります。

当社は、ここ数年、健全な経営状態にはありますが、磐石な経営基盤にあるとは云い難いと考えております。その

ため、これまで以上に信頼される品質を確保し、顧客の立場に立った企画力のある営業を展開し、事業規模の拡大

と利益体質の向上に取組む所存です。 

４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績および株価等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、次のようなものが考えられます。 

①官公庁への業績依存について 

 国、自治体とも厳しい財政難を背景に公共事業縮減の傾向であることから、当社は、かねてより官公庁から民間需

要へのウェイトを高める営業方針で取組んで参りました。しかし、事業の内容から、環境省や国交省と云った中央省

庁、都道府県ならびに多くの市町村も主要な顧客としており、その占める割合は、今期、売上構成の40.8％でありま

した（かつては、60％程度を占めていた）。これらは、特定の地域や業種に偏ってはおりませんが、公共投資規模や

施策の変動により影響を受ける可能性があります。そのため、今後とも、民需のさらなる規模拡大や新規事業の開発

等により、偏った顧客・事業内容とならないよう取組む所存です。 

②季節的な変動について 

 中央省庁をはじめ全国の自治体、そして多くの民間企業においても、毎年３月年度末を納期とする事が多く、この

ため、売上計上は毎年３月末の上半期末に偏る傾向にあります。これに伴い、当社の売上・利益計上は、上半期に偏

重する傾向にあります。  

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 



６【研究開発活動】 

当社は、自然から生活に係る全ての環境調査、有害微量物質などの分析を行う環境計量、衛生管理を目的とした建

築物管理などを中核とした環境コンサルタントであり、クライアントが抱える課題を迅速かつ的確に解決するために

常に新しい技術、最新機器の開発・導入を行ってサービスの向上に努めております。 

第41期の主な研究開発活動は次のとおりであります。 

１．微小粒子状物質（PM2.5）の測定方法の開発 

わが国では粒径が10μｍより大きい粒子を除く浮遊粒子状物質SPMが大気環境基準に定められていますが、米国

などでは2.5μｍ以下の微小粒子状物質の健康への影響が問題視され、環境基準が設定されています。わが国でも

環境省を中心にPM2.5に関する検討委員会が開催され、環境基準の制定への動きがスタートしています。それに向

け当社では、新たにドイツのGrimm社の開発した光散乱方式の粒子状物質測定システムを導入し、モニター実証試

験を開始しました。本システムはPM10、PM2.5、PM１が同時測定できるだけではなく、モード変換により粒径ごと

の粒子数（粒径分布）測定が可能なシステムとなっています。 

２．水質浄化システムの継続開発 

国土交通省をはじめ関係諸機関では、河川水質浄化などの水質保全環境整備事業を推進しております。 

こうしたニーズに対応するため、当社は土壌を使った水質浄化システムの研究開発を継続して進めて来ました。

平成18年４月からは、国土交通省中国地方整備局八田原ダムに流れ込む畜産系排出汚水を浄化する浄化施設におい

て、「赤玉土（京都大学、大阪産業大学との共同開発品。特許取得）」および「ろ材混合クロボク土（独自開発

品。特許取得）」による実証試験業務を開始し、現在でもシステムの実験・改良を継続しております。 

また、今年度からは、環境省の「平成19年度硝酸性窒素浄化技術開発等調査」に応募し、腐食木を用いた嫌気性

奪窒装置と焼成造粒赤玉土を組み合わせ、農地等からの流出窒素成分に対処するための亜硝酸性窒素及び硝酸除去

システムの実証フィールド調査を静岡県浜松市で開始しました。今後は更なる工夫改善により、低コスト、高効率

の水質浄化システムの開発を推進する方針です。 

３．大気環境シミュレーション（風速場、大気汚染予測、騒音予測）の継続開発 

環境アセスメントにおいて行われる大気環境シミュレーションについては、昨年に続き、数値流体解析も活用

し、より精緻で現実的な範囲に適用できる解析プログラム開発を行っています。 

また、騒音のシミュレーションに関しては、境界要素法を用いた単純モデルでの開発に続き、建物などの複雑な

反射がある場合のシミュレーションを可能にするプログラム開発を行っています。 

今後も、環境に関するより高度な実務的要求に応えられる解析システムの開発を行います。 

４．油汚染に関わる新しい調査分析機器の導入と調査手法の開発 

平成15年２月に「土壌汚染対策法（環境省）」が施行され、平成18年３月には「油汚染対策ガイドライン（環境

省）」が策定されました。 

こうした要請に応えるべく、当社ではいち早く現場で高精度に測定できるポータブルな土壌ガス測定器「エコプ

ローブ５」、水中溶存ハイドロカーボン測定器「Flu-HC」などを導入すると共に、平成18年３月にガイドラインに

対応した油分（TPH）分析装置「GC-FID」を導入しました。これら一連の機器導入によって、水質、土壌における

油汚染ではオンサイトの簡易分析からガイドラインに準拠した分析法まで、一貫した調査分析体制を確立しまし

た。これに続き土壌中におけるガス状の油汚染の分析及び調査手法の開発を行なっております。 

５．猛禽類の営巣、生息環境等のGISを用いた解析・予測・評価手法の開発 

近年、猛禽類とりわけオオタカ、クマタカ、イヌワシについては、その保護の重要性が高く認識され、これら種

の営巣箇所の確認（発見）および行動圏解析は保護対策を講ずるための重要なデータとなっています。しかし、こ

れらのデータを得るためには、コストや不確実性の面など様々な問題が残されています。 

当社では、これら問題を解決するため、これまで蓄積したデータを整理し、GISソフトを用いた行動圏解析ツー

ルの開発に着手し、営巣箇所や影響程度の予測手法などの確立に向けて技術の開発を始めました。 

また、風力発電事業において問題となる渡り鳥などの飛行経路を解析するため、測量技術を応用し、広域での調

査が可能な観測システムの開発に着手しました。 

 なお、当事業年度における研究開発の総額は、8,966千円であります。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（１）重要な会計方針及び見積り 

 当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。こ

の財務諸表の作成にあたりましては、重要な会計方針に基づき、資産・負債の評価及び収益・費用の認識に影響を

与える見積り及び判断を行っております。これらの見積り及び判断に関しては、継続して評価を行っております

が、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は見積りと多少異なる可能性があります。 

  なお、以下に記載する事項が、当社の財務諸表作成における重要な見積り及び判断に大きな影響を及ぼすと考え

ております。また、文中における将来に関する事項については、当事業年度末現在において当社が判断したもので

あります。 

①収益の認識 

 調査業務については報告書提出基準、計量業務については計量証明書提出基準、建築物管理業務については年間

契約物件は期間計算による年間管理基準、環境測定・水質検査等は結果報告書提出基準をそれぞれ採用しておりま

す。 

②投資有価証券の評価 

 その他有価証券のうち、時価のないものについては移動平均法による原価法で評価しております。時価のない有

価証券の下落が一時的かどうかについては、投資先の業績予想等による回復可能性、純資産額等による実質価値の

下落率等により総合的に判断しております。 

③貸倒引当金の計上 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

④繰延税金資産の計上 

 繰延税金資産の計上は、当社の業績が将来も安定的に推移することを前提としております。 

（２）経営成績の分析 

①概要 

 概要につきましては、第一部企業情報 第２ 事業の状況 １ 業績等の概要を参照下さい。 

②受注高 

 当事業年度の受注高51億１千５百万円（前年同期比７千３百万円減）のうち、官公庁からの受注高は23億１千２

百万円（同１億１千４百万円増）、民間企業からの受注高は28億３百万円（同１億８千７百万円減）であります。

全受注高に占める官公庁の割合は45.2％であります。 

  事業部門別の受注高は次のとおりです。 

  調査部門の受注高24億５千９百万円（前年同期比１億７千万円増）のうち、官公庁からの受注高は13億１千６百

万円（同１億６千８百万円増）、民間企業からの受注高は11億４千３百万円（同１百万円増）であります。調査部

門の受注高に占める官公庁の割合は53.5％であります。 

  計量部門の受注高21億６千５百万円（前年同期比５千７百万円減）のうち、官公庁からの受注高は８億８千５百

万円（同１千８百万円増）、民間企業からの受注高は12億７千９百万円（同７千５百万円減）であります。計量部

門の受注高に占める官公庁の割合は40.9％であります。 

  建築物管理部門の受注高４億９千万円（前年同期比１億８千７百万円減）のうち、官公庁からの受注高は１億１

千万円（同７千２百万円減）、民間企業からの受注高は３億８千万円（同１億１千４百万円減）であります。建築

物管理部門の受注高に占める官公庁の割合は22.5％であります。 



③売上高 

 当事業年度の売上高52億５千万円（前年同期比１億８千８百万円増）のうち、官公庁への売上高は21億４千万円

（同１億７千５百万円減）、民間企業への売上高は31億１千万円（同３億６千３百万円増）であります。 

  各事業部門別の売上高については、調査部門の売上高が25億５千５百万円（前年同期比３億３千１百万円増）、

計量部門の売上高が21億５千８百万円（同５千３百万円減）、建築物管理部門の売上高が５億３千６百万円（同８

千９百万円減）であります。 

④売上原価 

 当事業年度の売上原価は35億８百万円（前年同期比２億９千２百万円増）となり、原価率については、自動化な

どで業務効率を高めるほか、あらゆる面での経費節減に努めましたものの、厳しい受注価格競争の煽りを受け、前

事業年度に比べ3.3％悪化し66.8％となりました。 

 その結果、売上総利益は17億４千２百万円（同１億４百万円減）となりました。 

⑤販売費及び一般管理費 

 販売費及び一般管理費については、経費の節減に努めた結果、13億６千万円（前年同期比１千３百万円減）とな

り、売上高販売費及び一般管理費率につきましても、前年同期比で1.2ポイント改善いたしました。 

 その結果、営業利益は３億８千１百万円（同９千万円減）となりました。 

⑥特別損益 

 特別利益は、投資有価証券売却益により１千３百万円（前年同期比１千１百万円増）となりました。 

 特別損失は、損害賠償遅延損害金１百万円、固定資産除却損１百万円、投資有価証券評価損１百万円等を計上し

たことにより４百万円（同７百万円減）となりました。 

 その結果、税引前当期純利益は３億９千７百万円（同６千９百万円減）となりました。 

（３）財政状態の分析 

①資産の部 

 当事業年度末の総資産は42億２千万円（前年同期比３億５千４百万円減）となりました。 

 流動資産は、前事業年度末に比べ２億４千１百万円減少し、24億６千６百万円となりました。この主な要因は、

前事業年度末に有していた未成調査等受入金に対応する売上が計上されたこと及び前事業年度の利益増に伴う法人

税等の確定納付額、中間納付額が増加したため、現金及び預金が２億１千万円減少したことによるものでありま

す。 

 固定資産は、前事業年度末に比べ１億１千２百万円減少し、17億５千３百万円となりました。この主な要因は、

減価償却等により有形固定資産が６千６百万円減少したこと及び退職金の支払い等により繰延税金資産が２千８百

万円減少したことによるものであります。 

②負債の部 

 当事業年度末の負債の合計は11億５千１百万円（前年同期比５億１千万円減）となりました。 

 流動負債は前事業年度末に比べ４億４千１百万円減少し、６億９千７百万円となりました。この主な要因は、未

払法人税等が１億８千４百万円減少したこと及び未成調査等受入金が１億１千９百万円減少したことによるもので

あります。 

 固定負債は前事業年度末に比べ６千８百万円減少し、４億５千４百万円となりました。この要因は、退職金の支

払い等により退職給付引当金が３千５百万円減少したこと及び確定拠出年金への拠出等により長期未払金が３千３

百万円減少したことによるものであります。 

（４）中長期的な経営戦略 

 日毎に深刻化しつつある地球温暖化に代表されるように、地球環境の改善は、今や人類共通の課題であり、地球

規模での迅速な行動が求められています。そのため、今後、わが国においても、環境の保護・修復に対する社会的

要請は一層高まり、環境改善のための施策もますます講じられると思われます。道路やダムを対象とした新たな公

共事業については、国・自治体とも厳しい財政状況である点を考慮すると縮減せざるを得ないものの、災害防止や

環境改善に対する社会的要請は更に高まり、環境関連の市場規模については、今後とも拡大するものと見込まれま

す。その他、2007年度のノーベル平和賞に、地球温暖化防止の代表的運動家の一人である、アメリカ元副大統領ア

ル・ゴア氏と気候変動に関する国連の政府間パネル（IPCC）メンバーに贈られましたが、この事は、地球温暖化防

止に関し、今後、世界的に気運が一層高まるものと予想されます。そして、環境問題に取組む当社の果たすべき役



割はさらに高まり、事業拡大のチャンスでもあると考えています。 

 ただし、これらの社会的要請に応え、実現するためには、今後、さらなる技術の習得および新しい技術開発に取

組んでいく必要があります。 

 そのため、今後の中長期的な経営戦略としては、 

 ① 品質及び技術力の向上      ・中央研究所の構築、技術力アップと有効活用 

                  ・新技術の開発と事業化の推進 

                   ・ISO認証効果の実証とレベルアップ 

 ② リスク管理の強化        ・内部統制活動の推進とシステム構築 

                    ・コンプライアンス活動の推進 

                    ・独占禁止法遵守活動の強化と徹底 

 ③ 事業拡大とコスト競争力の強化  ・事業の多角化、新事業参入による規模拡大 

                   ・計測業務の自動化推進によるコスト削減 

 ④ 財務体質の強化         ・収益性向上による財務体質の強化 

                   ・多様化による事業拡大と選別による効率化 

                    ・民需拡大による季節的変動の緩和 

を積極的に推進する計画です。 

 当社は、環境調査、環境計量、建築物管理の３事業を経営の柱としておりますが、今後ともこれらを有効的に連

携させ、効率的かつ創造的な運営を推し進める方針です。今期は、エコ・エネルギ－の代表の一つである民間風力

発電事業に係る環境アセスメントを全国規模で展開、当社の得意とする計量分析を足掛かりとして民間土壌汚染対

策業務へ積極的に取組みましたが、これらはいずれも大きな成果を上げることが出来ました。今後は、これらの実

績を基に、さらなる事業拡大を図ると共に、今期導入した超微量爆薬検知器（Explonix）やPM2.5と称される大気

中の微小粒子状物質測定器（Grimm社製ダストモニター器）を活用し、この分野での調査実績を伸ばすと共に、国

内唯一の販売代理店という優位性を活かし、環境機器販売事業にも力を注ぐ計画です。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当事業年度には、更なる品質、生産性およびコスト競争力向上のため、化学分析設備を中心に６千５百万円の設備

投資を実施しました。 

 その主なものは、東京技術センターのアスベスト分析関連設備・機器に８百万円、秋田支店の分析・測定機器に７

百万円、札幌支社の分析・測定機器に６百万円であります。 

 なお、当事業年度において重要な設備の除却、売却等はありません。 



２【主要な設備の状況】 

 当社は国内に５支社、７支店、17営業所を配している他、４計量分析試験センター、１測定機材管理センターを設

けております。また、国内に１ヶ所の福利厚生施設（札幌市南区）を有しております。 

 以上のうち、主要な設備は以下のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）書きは外書きで臨時雇用者であります。 

３．東京支社の従業員数の一部は、本社に含めて表示しております。  

４．関西技術センターの設備・従業員数はすべて大阪支社に含めて表示しております。 

５．東北支社の設備はすべて仙台支店に含めて表示しております。 

６．次の事業所は建物を賃借しております。 

 本社、機材センター、東京支社、大阪支社、中四国支社、仙台支店、関東支店、名古屋支店、九州支店、

函館営業所ほか10営業所 

  平成19年９月30日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の 
内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 建物 

（千円） 
構築物 
（千円） 

機械装置 
（千円） 

車両運搬
具 
（千円） 

工具器具
及び備品 
（千円） 

土地 
（千円） 
(面積㎡) 

合計 
（千円） 

本社 

（東京都港区） 

統括業務 

施設 
5,028 － － － 10,015 － 15,043 

34 

(1) 

東北技術センター 

（岩手県盛岡市・仙台市

宮城野区） 

計量分析 

試験設備 
22,620 － 34,011 － 8,019 － 64,651 

17 

(1) 

東京技術センター 

（埼玉県越谷市） 

計量分析 

試験設備 
41,933 － 6,050 － 10,159 

82,018 

(489.19) 
140,161 

26 

(3) 

関西技術センター 

（大阪市淀川区） 

計量分析 

試験設備 
－ － － － － － － － 

機材センター 

（さいたま市岩槻区） 

測定機材 

管理施設 
－ － － － 18,374 － 18,374 3 

札幌支社 

（札幌市中央区） 
販売設備 40,033 10 1,929 438 23,201 

56,602 

(463.21) 
122,215 

50 

(10) 

東北支社 

（仙台市宮城野区） 
販売設備 － － － － － － － 1 

大阪支社 

（大阪市淀川区） 
販売設備 2,008 － 86 － 19,583 － 21,677 

49 

(9) 

中四国支社 

（広島市西区） 
販売設備 117 － － － 5,531 － 5,648 

22 

(1) 

仙台支店 

（仙台市宮城野区） 
販売設備 29,808 1,015 443 － 14,120 

25,000 

(258.72) 
70,388 

42 

(2) 

青森支店 

（青森県青森市） 
販売設備 63,130 2,578 2,981 13 20,792 

199,528 

(1,895.44) 
289,024 

43 

(1) 

盛岡支店 

（岩手県盛岡市） 
販売設備 116,377 2,706 2,317 67 23,209 

131,788 

(1,831.59) 
276,465 

37 

(3) 

秋田支店 

（秋田県秋田市） 
販売設備 82,206 447 1,809 － 10,854 

28,000 

(338.84) 
123,318 

27 

(5) 

関東支店 

（さいたま市岩槻区） 
販売設備 － － － － 2,929 － 2,929 

34 

(1) 

名古屋支店 

（名古屋市中区） 
販売設備 － － － － 3,733 － 3,733 

10 

(1) 

九州支店 

（福岡市南区） 
販売設備 － － － － 670 － 670 

8 

(1) 

山形営業所 

（山形県山形市） 
販売設備 38,537 3,017 1,452 － 13,624 

48,450 

(633.27) 
105,082 11 

函館営業所  

  ほか15営業所 
販売設備 10,151 141 － 57 1,873 

51,963 

(611.51) 
64,186 34 

定山渓保養所 

（札幌市南区） 

福利厚生 

施設 
13,064 － － － － 

1,400 

(37.72) 
14,464 － 



７．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

事務用大型コンピュータ及び端末機 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
  １セット ５年間 1,443 4,004 

技術用測定器 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 32台 ５年間 44,234 160,473 

合計 － － 45,677 164,478 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法 

着手及び完了予定年月 
完成後の 
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額
(千円) 

着手 完了 

盛岡支店・ 

東北技術センター

（岩手県盛岡市）  

ダイオキシン分

析及び中央研究

所用社屋の新築 

400,000 － 自己資金 平成20年３月 平成20年８月 ５％増加 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）有償・一般募集 

入札による募集      350,000株 

発行価格    870円 

資本組入額   435円 

払込金総額 329,705千円 

入札によらない募集    170,000株 

発行価格    905円 

資本組入額   435円 

払込金総額 153,850千円 

(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式28,800株は、「個人その他」に288単元を含めて記載しております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 13,600,000 

計 13,600,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月20日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 3,920,000 3,920,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 3,920,000 3,920,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成９年７月25日 

 （注） 
520,000 3,920,000 226,200 396,200 257,355 350,105 

  平成19年９月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 
金融商品 
取引業者 

その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 6 2 21 － － 509 538 － 

所有株式数

（単元） 
－ 1,769 15 28,941 － － 8,474 39,199 100 

所有株式数の

割合（％） 
－ 4.5 0.0 73.9 － － 21.6 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

応用地質株式会社 東京都千代田区九段北4-2-6 26,700 68.1 

エヌエス環境社員持株会 東京都港区西新橋3-24-9 2,205 5.6 

アスカ株式会社 愛知県刈谷市一里山町東吹戸11 1,044 2.7 

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内1-3-3 800 2.0 

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内2-1-1 700 1.8 

みずほキャピタル株式会社 東京都中央区日本橋兜町4-3 675 1.7 

藤本 眞一 静岡県静岡市葵区 398 1.0 

白石 省三 東京都文京区 317 0.8 

エヌエス環境株式会社 東京都港区西新橋3-24-9 288 0.7 

朝日火災海上保険株式会社 東京都千代田区神田美土代町7 200 0.5 

計 － 33,327 85.0 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  28,800  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,891,100 38,911 － 

単元未満株式 普通株式     100 － － 

発行済株式総数 3,920,000 － － 

総株主の議決権 － 38,911 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

エヌエス環境 

株式会社 

東京都港区西新橋 

3-24-9 
28,800 － 28,800 0.7 

計 － 28,800 － 28,800 0.7 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  該当事項はありません。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 28,800 － 28,800 － 



３【配当政策】 

 当社は、品質と価格の面で顧客満足度と競争力を高めることで業績を拡大し、併せて経営効率、収益性の向上を図りま

す。その結果としての利益は、資金需要ならびに将来に向けての投資等を勘案し、可能な限り株主に還元（配当）するこ

とを基本方針とし、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしております。 

 これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 具体的には、前の５期、業績の拡大を背景に増配を実施して参りました。また、先の40期には、増収・増益に加え当社

創業40周年を記念し、記念配当として１株当り５円を増額させて戴きました。今期につきましては、増収ながら厳しい価

格競争の煽りを受けて減益となりましたが、当社の配当性向に対する基本方針に基づき、１株当り12円（中間配当５円）

とさせて戴くことを決定いたしました。また、次期の配当につきましては１株当たり年間で12円を予定しております。 

 中期経営計画において、売上高60億円、株主資本利益率（ＲＯＥ）７％以上、経常利益率10％以上を目標とし、収益の

拡大を目指しております。また、利益については、可能な限り株主の皆様に還元（配当）することを重要課題と考えてお

り、20～30％の安定した配当性向を維持することを指標としております。 

 内部留保資金につきましては、安定した資金運用の確保、将来の経営環境の変化や市場の要求に対応できる新たな事業

展開、新しい技術の研究開発、人材教育のために有効な投資を行いたいと考えております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年３月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めて

おります。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第39期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

 （円） 

平成19年５月18日 

取締役会決議  
19,456 5 

平成19年12月20日 

定時株主総会決議 
27,238 7 

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期 

決算年月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月 平成19年９月 

最高（円） 762 860 1,136 1,035 958 

最低（円） 560 595 ※720 800 631 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 857 853 849 834 804 722 

最低（円） 831 800 792 750 720 631 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（百株） 

取締役会長   白石 省三 昭和21年11月４日生

昭和44年４月 ㈱応用地質調査事務所（現

 応用地質㈱）入社 

平成10年３月 同社 取締役営業企画本部 

副本部長 

平成10年12月 当社 代表取締役社長 

平成19年12月  当社 取締役会長（現任） 

(注)1 317 

取締役社長 

（代表取締役） 
  若佐 秀雄 昭和23年11月12日生

平成12年３月 応用地質㈱執行役員 

平成15年３月 同社 取締役兼執行役員 

平成16年３月 同社 取締役兼常務執行役

員 

平成17年４月 同社 取締役兼専務執行役

員 

平成17年12月 当社 取締役 

平成19年４月  当社 取締役副社長兼営業

本部長  

平成19年12月  当社 代表取締役社長 

（現任） 

(注)1 63 

常務取締役 

営業本部長兼

事業推進本部

長 

鈴木  茂 昭和24年12月18日生

昭和56年１月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成４年８月 当社 取締役東北支社長 

平成10年12月 当社 常務取締役営業本部

長 

平成12年12月 当社 専務取締役営業本部

長 

平成14年12月 当社 常務取締役営業本部

長 

平成19年12月  当社 常務取締役営業本部

長兼事業推進本部長（現

任）  

(注)1 172 

常務取締役 

東北支社長 

兼東北支社 

秋田支店長 

堀田井 孝正 昭和26年10月16日生

昭和56年２月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成７年12月 当社 東北支社長兼東北支

社秋田支店長 

平成10年12月 当社 取締役東北支社長 

兼東北支社秋田支店長 

平成12年４月 当社 常務取締役東北支社

長兼東北支社秋田支店長

（現任） 

(注)1 126 

取締役 

東北支社青森

支店長兼アス

ベスト対策事

業部長 

須藤 和夫 昭和22年６月27日生

昭和50年２月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成６年12月 当社 取締役営業本部長 

平成10年１月 当社 取締役東京支社長 

平成16年12月 当社 取締役営業企画本部 

部長 

平成18年７月  当社 取締役アスベスト対

策事業部長  

平成19年12月  当社 取締役東北支社青森

支店長兼アスベスト対策事

業部長（現任）  

(注)1 105 

取締役 大阪支社長 南部   満 昭和25年８月16日生

昭和53年８月 日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成５年５月 当社 大阪支社長 

平成12年12月 当社 取締役大阪支社長 

（現任） 

(注)1 106 

 



 （注）１．平成18年12月19日開催の定時株主総会の終結の時から２年間 

    ２．平成19年12月20日開催の定時株主総会の終結の時から１年間 

    ３．平成18年12月19日開催の定時株主総会の終結の時から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（百株） 

取締役 

東北支社盛岡

支店長兼東北

技術センター

所長 

鈴木 行弘 昭和26年６月３日生

昭和54年７月  日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成４年10月 当社 東北支社盛岡支店長  

平成10年５月  当社 東北支社盛岡支店長 

兼東北技術センター所長  

平成16年12月 当社 取締役東北支社盛岡 

支店長兼東北技術センター 

所長（現任）  

(注)1 112 

取締役 
東北支社 

仙台支店長 
浅野 幸雄 昭和30年10月20日生

昭和56年３月  日本サニタ㈱（現 エヌエ

ス環境㈱）入社 

平成５年４月 当社 東北支社技術部長  

平成９年４月 当社 東北支社仙台支店長 

代理  

平成11年10月 当社 東北支社仙台支店長  

平成18年12月 当社 取締役東北支社仙台 

支店長（現任） 

(注)1 32 

取締役 事務本部長 大城 信隆 昭和32年３月10日生

昭和56年４月  ㈱応用地質調査事務所 

（現 応用地質㈱）入社 

平成11年３月 当社 入社 

当社 東京支社総務部長  

平成12年10月  当社 東京支社関東支店長 

平成14年12月  当社 常勤監査役  

平成16年12月 当社 東京支社長  

平成18年12月 当社 取締役東京支社長  

平成19年４月  当社 取締役事務本部長 

（現任）  

(注)1 32 

取締役   岩﨑 恒明 昭和25年３月３日生

平成13年４月 応用地質㈱執行役員人事本

部長 

平成15年３月 同社 取締役兼執行役員人

事本部長 

平成16年４月 同社 取締役兼常務執行役

員人事本部長 

平成17年１月 同社 取締役兼常務執行役

員東北支社長 

平成19年４月 同社 取締役兼専務執行役

員東京本社長（現任）  

平成19年12月 当社 取締役（現任） 

(注)2 10 

常勤監査役   麓  秀夫 昭和21年12月26日生

平成２年４月 応用地質㈱東北支社副支社

長 

平成４年８月 当社 取締役東京支社長 

 平成12年１月 応用地質㈱教育研修部長 

平成17年１月 同社 人事部マネージャー 

平成18年12月 当社 常勤監査役（現任） 

(注)3 15 

監査役    鈴木 楯夫 昭和18年９月13日生

平成９年３月  応用地質㈱取締役  

平成13年３月  同社 常務執行役員  

平成17年12月  当社 監査役（現任）  

平成19年３月 応用地質㈱ 常勤監査役 

（現任）  

(注)3 10 

監査役   浜田 宏司 昭和21年７月12日生

平成12年４月 応用地質㈱技術本部管理部 

専門部長 

平成13年４月 同社 関連事業本部第二部

長 

平成17年10月 オーシャンエンジニアリン

グ㈱代表取締役社長（現

任） 

平成18年12月 当社 監査役（現任） 

(注)3 － 

        計   1,100 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（１）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、透明かつ公平で効率的な経営を基本方針とし、もって適正な利益の確保と再成長を通して継続的に企業

価値を高めることを目的としています。この目的を達するため、経営組織および監督機構を整備し、経営上必要な

施策を迅速に実施するコーポレート・ガバナンスの充実を重要課題として取組んでおります。 

（２）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

ａ．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

①会社の機関の内容 

当社は監査役制度採用会社であり、取締役10名で経営しており、取締役会において、重要事項は全て討議さ

れ、業績の進捗についても討議し対策等を検討しております。 

監査役は３名であり、取締役会に出席し、取締役の職務執行を監視できる体制となっています。また、本社各

部門ならびに各委員会と連携を密に、コンプライアンスの状況を含め、随時、必要な内部監査を実施しておりま

す。 

②内部統制システムの整備の状況 

取締役会は、法令、定款及び社内規程等に従い、取締役の職務執行を監督しています。監査役は、経理部とと

もに業務監査を実施し、内部牽制の実効性を高めています。業務監査では、業務活動の全般に関し、その妥当性

や有効性及び法規制・社内ルールの遵守状況等について定期的に監査を実施し、各部署に助言・勧告を行うとと

もに、役員会のメンバーで構成されている予算委員会に速やかに報告しています。 

当社の業務執行・経営監視・内部統制の仕組みは次の通りであります。 

（業務執行・経営監視・内部統制の仕組み） 

③リスク管理体制の整備の状況 

リスク管理については、本社の管理部ならびに各委員会が窓口となって各部門から適宜相談を受けるととも

に、重要事項については、予算委員会に報告・審議され、支社長・支店長会議において法令遵守の徹底、リスク

チェックの強化が図られております。顧問弁護士からはコーポレート・ガバナンス体制、法律面等についての公

正かつ適切な助言、指導を受けております。今後も、経営内容の透明性を高め各ステークホルダーから信頼され

る企業を目指し、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を図ってまいります。 



④内部監査及び監査役監査 

内部監査部門（経理部兼務２名）は、常勤監査役と連携して社内各部門の業務執行状況について、定期的な業

務監査を行っております。監査役は取締役会に出席するほか、定例的に開催される重要な会議に出席し、経営監

視の機能を果たしております。       

    ⑤会計監査の状況 

当社は、みすず監査法人と監査契約を締結しておりましたが、同法人の業務終了に伴い、平成19年７月31日付

で当該契約を合意解除しており、平成19年８月１日付にて新日本監査法人と監査契約を締結しております。当社

の会計監査業務を執行した公認会計士は、以下のとおりであります。 

みすず監査法人 

（イ）業務を執行した公認会計士の氏名 

   指定社員 業務執行社員：布施木 孝叔氏、和田 慎二氏 

（ロ）会計監査業務に係る補助者の構成 

   公認会計士 ４名、その他 ７名 

新日本監査法人 

  （イ）業務を執行した公認会計士の氏名 

     指定社員 業務執行社員：布施木 孝叔氏、和田 慎二氏 

  （ロ）会計監査業務に係る補助者の構成 

      公認会計士 ４名、その他 ４名 

 継続監査年数については、２名共に７年以内であるため、記載を省略しております。また、布施木 孝叔氏、

和田 慎二氏は、平成19年８月１日付でみすず監査法人から新日本監査法人へ移籍しております。 

⑥役員報酬の内訳 

 取締役（10名）に支払った報酬             ９千４百万円 

      監査役（２名）に支払った報酬               ７百万円 

     （注）上記報酬には役員賞与引当金２千４百万円（取締役２千３百万円、監査役１百万円）が含まれておりま

す。 

⑦監査報酬の内容 

 公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  １千５百万円 

⑧取締役の定数 

 当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

ｂ．会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要 

該当事項はありません。 

ｃ．会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

当社は、取締役会のほか、予算委員会、支社長・支店長会議（事業所長会議）を定期的（毎月１回）に開催し、

重要方針・情報の周知徹底およびリスク管理に努めております。また、理事会、定期マネジメントレビュー、事務

連絡会議、営業会議、技術発表会など組織を横断した会議・各種委員会を開催し、健全な事業推進とリスク防止を

優先とする経営を心掛けております。 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度

（平成18年10月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年10月１日から平成18年９月30日まで）の

財務諸表について、みすず監査法人（平成18年９月１日 中央青山監査法人から名称変更）の監査を受けておりま

す。 

 また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当事業年度（平成18年10月１日から平成19年９月30日

まで）の財務諸表について、新日本監査法人の監査を受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

  前事業年度 みすず監査法人 

  当事業年度 新日本監査法人 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第40期 

（平成18年９月30日） 
第41期 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 1,122,318 912,078 

２．受取手形 ※４ 67,587 76,996 

３．調査等未収入金 ※２ 773,403 820,840 

４．未成調査支出金 631,847 527,088 

５．貯蔵品 20,989 20,360 

６．前払費用 6,622 6,351 

７．繰延税金資産 86,269 70,817 

８．その他 4,201 38,238 

９．貸倒引当金 △5,080 △6,410 

流動資産合計 2,708,158 59.2 2,466,362 58.4 

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産   

１．建物 ※１ 910,727 921,028   

減価償却累計額 421,406 489,321 456,012 465,016 

２．構築物 26,747 26,747   

減価償却累計額 14,914 11,833 16,830 9,916 

３．機械装置 341,149 343,237   

減価償却累計額 277,473 63,676 292,155 51,082 

４．車両運搬具 6,123 6,464   

減価償却累計額 5,815 308 5,888 575 

５．工具器具及び備品 1,061,005 1,084,818   

減価償却累計額 846,292 214,712 898,124 186,694 

６．土地 ※１ 624,751 624,751 

有形固定資産合計 1,404,602 30.7 1,338,037 31.7 

 



   
第40期 

（平成18年９月30日） 
第41期 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(2）無形固定資産    

１．電話加入権  9,994 9,994 

２．施設利用権  743 625 

３．ソフトウェア  7,051 6,294 

無形固定資産合計  17,789 0.4 16,914 0.4 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  109,452 90,262 

２．出資金  1,178 1,178 

３．長期貸付金  115 412 

４．破産更生債権等  25,751 25,103 

５．長期前払費用  2,203 1,520 

６．繰延税金資産  231,060 202,565 

７．差入保証金  97,143 92,424 

８．その他  1,402 10,662 

９．貸倒引当金  △24,295 △25,103 

投資その他の資産合計  444,010 9.7 399,024 9.5 

固定資産合計  1,866,403 40.8 1,753,976 41.6 

資産合計  4,574,561 100.0 4,220,339 100.0 

     
 



   
第40期 

（平成18年９月30日） 
第41期 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．調査等未払金  258,104 164,149 

２．未払金  64,262 28,254 

３．未払費用  104,622 105,782 

４．未払法人税等  206,223 21,619 

５．未払消費税等  32,268 37,505 

６．未成調査等受入金  267,525 147,897 

７．預り金  27,033 28,541 

８．賞与引当金  136,937 137,417 

９．役員賞与引当金  30,600 24,480 

10．損害賠償引当金   9,675 － 

11．その他  1,529 1,529 

流動負債合計  1,138,781 24.9 697,177 16.5 

Ⅱ 固定負債    

１．長期未払金  139,186 105,318 

２．退職給付引当金  383,948 348,838 

固定負債合計  523,135 11.4 454,157 10.8 

負債合計  1,661,916 36.3 1,151,335 27.3 

 



  
第40期 

（平成18年９月30日） 
第41期 

（平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     396,200 8.7   396,200 9.4 

２．資本剰余金               

(1）資本準備金   350,105     350,105     

資本剰余金合計     350,105 7.7   350,105 8.3 

３．利益剰余金               

(1）利益準備金   37,893     37,893     

(2）その他利益剰余金               

別途積立金   1,873,000     2,073,000     

繰越利益剰余金   272,563     231,996     

利益剰余金合計     2,183,456 47.7   2,342,889 55.5 

４．自己株式     △19,728 △0.4   △19,728 △0.5 

株主資本合計     2,910,033 63.6   3,069,466 72.7 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価 
差額金 

    2,611 0.1   △462 △0.0 

評価・換算差額等合計     2,611 0.1   △462 △0.0 

純資産合計     2,912,644 63.7   3,069,004 72.7 

負債純資産合計     4,574,561 100.0   4,220,339 100.0 

               



②【損益計算書】 

  
第40期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   

１．調査売上高 2,224,451 2,555,824   

２．計量売上高 2,211,849 2,158,117   

３．建築物管理売上高 625,794 5,062,095 100.0 536,514 5,250,456 100.0 

Ⅱ 売上原価   

１．調査原価 1,480,978 1,793,502   

２．計量原価 1,315,697 1,336,663   

３．建築物管理原価 418,715 3,215,391 63.5 377,923 3,508,088 66.8 

売上総利益 1,846,704 36.5 1,742,368 33.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１．役員報酬 81,367 83,020   

２．給料手当 673,993 664,678   

３．賞与引当金繰入額 49,088 49,671   

４．役員賞与引当金繰入額 30,600 24,480   

５．法定・福利厚生費 131,267 122,487   

６．退職給付費用 4,929 2,950   

７．旅費・交通費 53,974 56,286   

８．通信運搬費 35,987 35,924   

９．地代家賃・賃借料 92,321 91,147   

10．研究開発費 ※２ 7,879 8,966   

11．減価償却費 9,747 12,289   

12．その他 203,590 1,374,747 27.2 209,094 1,360,997 25.9 

営業利益 471,956 9.3 381,370 7.3 

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 22 39   

２．賃貸料収入 ※１ 1,573 1,788   

３．受取配当金   2,132 1,437   

４．雑収入    － 2,000   

５．その他  ※１ 2,114 5,843 0.1 2,521 7,787 0.1 

    

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息 421 310   

２．その他 14 436 0.0 5 315 0.0 

経常利益 477,364 9.4 388,842 7.4 

 



   
第40期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益    

 １．投資有価証券売却益  2,284 2,284 0.0 13,613 13,613 0.3 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産除却損 ※３ 2,414 1,529   

２．公正取引委員会課徴金  330 －   

３．損害賠償金  9,675 －   

４．損害賠償遅延損害金  － 1,516   

５. 投資有価証券評価損  － 1,577   

６．その他  － 12,420 0.2 170 4,793 0.1 

税引前当期純利益  467,228 9.2 397,662 7.6 

法人税、住民税及び 
事業税 

 240,391 133,822   

法人税等調整額  △27,598 212,792 4.2 46,038 179,861 3.5 

当期純利益  254,435 5.0 217,800 4.1 

     



売上原価明細書 

(a)調査原価明細書 

(b)計量原価明細書 

 （注）１．計量業務は、一度に多量の測定業務を行う室内試験測定がほとんどであり、作業開始から完了までの期間が

短期間であり、また１件当たりの受注額が少額であるため、発生原価をもって売上原価としております。 

    
第40期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   31,390 1.9 25,350 1.5 

Ⅱ 労務費 ※２   726,925 43.8 743,668 44.0 

Ⅲ 外注費   496,495 29.9 511,105 30.3 

Ⅳ 経費     

１．旅費・交通費 92,756 89,921   

２．地代家賃・賃借料 94,544 104,701   

３．報告書作成費 33,805 33,046   

４．減価償却費 38,239 40,701   

５．その他 147,038 406,384 24.4 140,908 409,279 24.2 

当期調査費用合計   1,661,195 100.0 1,689,403 100.0 

期首未成調査支出金   437,822 618,039 

合計   2,099,017 2,307,443 

期末未成調査支出金   618,039 513,941 

当期調査原価   1,480,978 1,793,502 

    

 （注）１．原価計算の方法 第40期 個別原価計算 第41期 同左 

※２．賞与引当金繰入額 第40期 41,398千円 第41期 41,630千円

    
第40期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   88,861 6.8 94,879 7.1 

Ⅱ 労務費 ※２   697,951 53.0 703,512 52.6 

Ⅲ 外注費   104,050 7.9 142,085 10.6 

Ⅳ 経費     

１．旅費・交通費 35,792 32,871   

２．地代家賃・賃借料 84,786 85,365   

３．報告書作成費 7,068 7,945   

４．減価償却費 83,023 74,286   

５．その他 214,162 424,834 32.3 195,716 396,185 29.7 

当期計量原価 1,315,697 100.0 1,336,663 100.0 

    

※２．賞与引当金繰入額 第40期   39,747千円 第41期   39,382千円



(c)建築物管理原価明細書 

 （注）１．建築物管理業務は、作業開始から完了までの期間が短期間であり、また１件当たりの受注額が少額であるた

め、原則として発生原価をもって売上原価としております。但し、アスベスト除去工事については、作業開

始から完了までに期間を要し、また１件当たりの受注額が高額であるため、個別原価計算によっておりま

す。 

    
第40期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費    42,780 9.9 25,509 6.7 

Ⅱ 労務費 ※２   121,807 28.2 120,272 31.9 

Ⅲ 外注費    195,935 45.3 174,651 46.3 

Ⅳ 経費      

１．旅費・交通費  15,460 13,421   

２．地代家賃・賃借料  10,702 10,131   

３．報告書作成費  1,552 1,212   

４．減価償却費  7,275 7,190   

５．その他  37,009 71,999 16.6 24,874 56,829 15.1 

当期建築物管理費用 
合計 

   432,523 100.0 377,262 100.0 

期首未成調査支出金    － 13,808 

合計    432,523 391,070 

期末未成調査支出金    13,808 13,147 

当期建築物管理原価    418,715 377,923 

     

※２．賞与引当金繰入額 第40期 6,702千円 第41期 6,732千円



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

396,200 350,105 37,893 1,803,000 150,627 1,991,520 △19,728 2,718,097 

事業年度中の変動額                

別途積立金の積立て       70,000 △70,000 －   － 

剰余金の配当         △19,456 △19,456   △19,456 

剰余金の配当 
（中間配当額） 

        △19,456 △19,456   △19,456 

利益処分による役員賞与         △23,588 △23,588   △23,588 

当期純利益         254,435 254,435   254,435 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 70,000 121,935 191,935 － 191,935 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

396,200 350,105 37,893 1,873,000 272,563 2,183,456 △19,728 2,910,033 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成17年９月30日 残高 
（千円） 

1,420 2,719,518 

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立て   － 

剰余金の配当   △19,456 

剰余金の配当 
（中間配当額） 

  △19,456 

利益処分による役員賞与   △23,588 

当期純利益   254,435 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

1,190 1,190 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

1,190 193,126 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

2,611 2,912,644 



当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本準備金 利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金 

合計 
別途積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

396,200 350,105 37,893 1,873,000 272,563 2,183,456 △19,728 2,910,033 

事業年度中の変動額                

別途積立金の積立て       200,000 △200,000 －   － 

剰余金の配当         △38,912 △38,912   △38,912 

剰余金の配当 
（中間配当額） 

        △19,456 △19,456   △19,456 

当期純利益         217,800 217,800   217,800 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － 200,000 △40,567 159,432 － 159,432 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

396,200 350,105 37,893 2,073,000 231,996 2,342,889 △19,728 3,069,466 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

2,611 2,912,644 

事業年度中の変動額    

別途積立金の積立て   － 

剰余金の配当   △38,912 

剰余金の配当 
（中間配当額） 

  △19,456 

当期純利益   217,800 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△3,073 △3,073 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

△3,073 156,359 

平成19年９月30日 残高 
（千円） 

△462 3,069,004 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

    
第40期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税引前当期純利益   467,228 397,662 

減価償却費   138,284 134,468 

貸倒引当金の増加額   11,052 2,138 

賞与引当金の増加額   36,929 480 

役員賞与引当金の増加額（△減少額）   30,600 △6,120 

長期未払金の減少額   △22,987 △33,868 

退職給付引当金の減少額   △34,351 △35,109 

受取利息及び受取配当金   △2,155 △1,477 

支払利息   421 310 

役員賞与の支払額   △23,588 － 

有形固定資産除却損   2,414 1,529 

投資有価証券売却益   △2,284 △13,613 

損害賠償引当金   9,675 △9,675 

売上債権の減少額(△増加額)   52,951 △56,847 

未成調査等受入金の増加額（△減少額）   231,632 △119,628 

未成調査支出金の減少額（△増加額）   △194,025 104,759 

仕入債務の増加額（△減少額）   40,402 △93,954 

その他資産の減少額（△増加額）   13,547 △37,470 

その他負債の増加額（△減少額）   63,740 △3,324 

小計   819,490 230,259 

利息及び配当金の受取額   2,155 1,477 

利息の支払額   △421 △310 

法人税等の支払額   △75,385 △316,397 

営業活動によるキャッシュ・フロー   745,838 △84,971 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △175,161 △92,823 

投資有価証券の取得による支出   △98,482 △119,574 

投資有価証券の売却による収入   9,163 145,635 

無形固定資産の取得による支出   △2,275 △2,229 

貸付金の回収による収入   263 558 

貸付けによる支出    － △1,000 

その他   616 2,443 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △265,877 △66,989 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入れによる収入   250,000 150,000 

短期借入金の返済による支出   △250,000 △150,000 

配当金の支払額   △38,776 △58,278 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △38,776 △58,278 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額)   441,184 △210,239 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   661,133 1,102,318 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,102,318 892,078 

        



重要な会計方針 

項目  
第40期  

（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日）  

第41期  
（自 平成18年10月１日  
至 平成19年９月30日）  

 １.有価証券の評価基準及び 

  評価方法 

 その他有価証券 

時価（市場価格）のあるもの  

  期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

時価（市場価格）のないもの 

  移動平均法による原価法を採用して

おります。 

 その他有価証券 

時価（市場価格）のあるもの 

同左 

  

  

  

時価（市場価格）のないもの 

同左 

 ２.たな卸資産の評価基準及び 

  評価方法 

(1)未成調査支出金 

 個別法による原価法を採用しており

ます。 

(1)未成調査支出金 

同左 

  (2)貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採用

しております。 

(2)貯蔵品 

同左 

 ３.固定資産の減価償却の方法 (1)有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を採用

しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物       ２～52年 

 機械装置     ５～９年 

 工具器具及び備品 ２～20年 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を採用

しております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

 建物       ２～52年 

 機械装置     ５～９年 

 工具器具及び備品 ２～20年 

    

  

 (会計方針の変更) 

 法人税法の改正に伴い、当事業年度よ

り、平成19年４月１日以後に取得した有

形固定資産について、改正後の法人税法

に基づく減価償却の方法に変更しており

ます。 

 これによる損益に与える影響は軽微で

あります。  

 なお、この変更は平成19年４月１日以

後取得資産に適用されたため、当中間会

計期間については従来の償却方法を採用

しており、中間と年度の首尾一貫性を欠

いております。 

 当中間会計期間において当事業年度と

同一の会計処理方法によった場合の当中

間財務諸表に与える影響はありません。 

  (2)無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ 

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。  

(2)無形固定資産  

同左 

 



項目  
第40期  

（自 平成17年10月１日 
 至 平成18年９月30日）  

第41期  
（自 平成18年10月１日  
至 平成19年９月30日）  

 ４.引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(2)賞与引当金 

同左 

  (3)役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(3)役員賞与引当金 

同左 

  (4)損害賠償引当金 

 損害賠償金の支払いに備えるため、

支払い見込額に基づき計上しておりま

す。 

(4)────── 

  

  (5)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により費用処

理することとしております。 

(5)退職給付引当金 

同左 

 ５.リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

 ６.キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

資金、随時引き出し可能な預金・満期

までの預入期間が３ヶ月以内の定期預

金及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期投資からなっておりま

す。 

同左 

 ７.消費税等の処理方法  消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

同左 



会計処理方法の変更 

第40期 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。なお、これによる損益に与える

影響はありません。  

                    ────── 

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。これにより、従来、

株主総会決議時に未処分利益の減少として会計処理し

ていた役員賞与を当事業年度から発生時に費用処理し

ております。 

 この結果、従来の方法に比べ、販売費及び一般管理

費が30,600千円増加し、営業利益、経常利益、税引前

当期純利益がそれぞれ同額減少しております。 

                    ────── 

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は2,912,644千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

                     ────── 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

第40期 
（平成18年９月30日） 

第41期 
（平成19年９月30日） 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

※１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。 

(1)担保に供している資産 (1)担保に供している資産 

建物         38,010千円

土地 56,602 

計 94,613 

建物         40,033千円

土地   56,602 

計   96,635 

(2)担保権によって担保されている債務 

   期末日現在、上記担保に対応する当座貸越契 

（借越限度額350,000千円）の実行はありません。 

(2)担保権によって担保されている債務 

  期末日現在、上記担保に対応する当座貸越契 

（借越限度額350,000千円）の実行はありません。 

※２ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

※２ 関係会社に対するものが次のとおり含まれており

ます。 

調査等未収入金         67,444千円 調査等未収入金         75,569千円

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これ 

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次 

のとおりであります。 

 ３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行４行と当座貸越契約を締結しております。これ 

ら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次 

のとおりであります。 

当座貸越極度額      1,200,000千円

借入実行残高 －  

 差引額 1,200,000 

当座貸越極度額    1,200,000千円

借入実行残高 －  

 差引額 1,200,000 

※４ 期末日満期手形  

 期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、当期

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれております。  

  

受取手形        3,938千円

※４ 期末日満期手形  

 期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。なお、当期

末日が金融機関の休日であったため、次の期末日

満期手形が期末残高に含まれております。  

  

受取手形   547千円

第40期 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※１ 関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

※１ 関係会社との取引に係るものは次のとおりであり

ます。 

賃貸料収入          457千円

その他（事務収入）          228千円

賃貸料収入            457千円

その他（事務収入）           228千円

※２ 研究開発費の総額 ※２ 研究開発費の総額 

販売費及び一般管理費          7,879千円 販売費及び一般管理費 8,966千円

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物           －千円

構築物 － 

機械装置 125 

車両運搬具 － 

工具器具及び備品       2,289 

計 2,414 

建物        13千円

工具器具及び備品            1,516 

計     1,529 



（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 3,920,000 － － 3,920,000 

合計 3,920,000 － － 3,920,000 

自己株式        

普通株式 28,800 － － 28,800 

合計 28,800 － － 28,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年12月16日 

定時株主総会 
普通株式 19,456 5 平成17年９月30日 平成17年12月16日 

平成18年５月15日 

取締役会 
普通株式 19,456 5 平成18年３月31日 平成18年５月15日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月19日 

定時株主総会 
普通株式 38,912 利益剰余金  10 平成18年９月30日 平成18年12月20日



当事業年度（自 平成18年10月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 3,920,000 － － 3,920,000 

合計 3,920,000 － － 3,920,000 

自己株式        

普通株式 28,800 － － 28,800 

合計 28,800 － － 28,800 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年12月19日 

定時株主総会 
普通株式 38,912 10 平成18年９月30日 平成18年12月20日 

平成19年５月18日 

取締役会 
普通株式 19,456 5 平成19年３月31日 平成19年６月21日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年12月20日 

定時株主総会 
普通株式 27,238 利益剰余金  7 平成19年９月30日 平成19年12月21日

第40期 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記 

  されている科目との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記 

  されている科目との関係 

（平成18年９月30日現在） （平成19年９月30日現在） 

現金及び預金勘定      1,122,318千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △20,000 

現金及び現金同等物 1,102,318 

現金及び預金勘定        912,078千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △20,000 

現金及び現金同等物 892,078 



（リース取引関係） 

第40期 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

199,273 70,139 129,133 

合計 199,273 70,139 129,133 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

257,086 94,451 162,635 

合計 257,086 94,451 162,635 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額等 

   未経過リース料期末残高相当額 

１年内         37,448千円

１年超 91,207 

合計 128,656 

１年内         48,480千円

１年超 115,998 

合計 164,478 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価 

 償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価 

 償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料           42,615千円

減価償却費相当額       39,885千円

支払利息相当額      2,040千円

支払リース料           45,677千円

減価償却費相当額         43,863千円

支払利息相当額           2,346千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 

   未経過リース料    未経過リース料 

１年内   1,846千円

１年超 4,984 

 合計 6,830 

１年内        1,767千円

１年超 3,216 

 合計 4,984 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はありません。  

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価（市場価格）のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（1）株式 4,769 7,258 2,488 

（2）債券 － － － 

（3）その他 77,960 82,842 4,882 

小計 82,729 90,101 7,371 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

（1）株式 17,933 14,951 △2,982 

（2）債券 － － － 

（3）その他 － － － 

小計 17,933 14,951 △2,982 

合計 100,663 105,052 4,389 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

8,763 2,284 － 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 4,400 



当事業年度（平成19年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価（市場価格）のあるもの 

２．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 

（デリバティブ取引関係） 

 前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

 当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

  当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので該当事項はありません。 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えるもの 

種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

（1）株式 7,471 8,816 1,344 

（2）債券 2,050 2,151 101 

（3）その他 － － － 

小計 9,521 10,967 1,445 

貸借対照表計上額が取得原

価を超えないもの 

（1）株式 5,563 4,387 △1,176 

（2）債券 － － － 

（3）その他 22,053 21,008 △1,045 

小計 27,616 25,395 △2,221 

合計 37,138 36,362 △776 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

145,492 13,613 － 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 53,900 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

債券         

社債 － － 2,000 － 

合計 － － 2,000 － 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、前払退職金制度、確定拠出年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

 なお、平成15年10月１日付で退職金規程の改定を行い、退職一時金制度の一部を残して前払退職金制度と確

定拠出年金制度に移行しております。 

２．退職給付債務及びその内訳 

  前事業年度（平成18年９月30日現在） 

  当事業年度末時点における確定拠出年金制度への資産未移管額は流動負債の未払金に20,487千円、長期未払金に

81,949千円それぞれ計上しております。 

  当事業年度（平成19年９月30日現在） 

  当事業年度末時点における確定拠出年金制度への資産未移管額は流動負債の未払金に19,786千円、長期未払金に

59,360千円それぞれ計上しております。 

  
第40期 

（平成18年９月30日） 
第41期 

（平成19年９月30日） 

(1)退職給付債務（千円） △311,904 △308,243 

(2) 年金資産（千円） －   －  

(3)未積立退職給付債務 (1)＋(2)（千円） △311,904 △308,243 

(4)会計基準変更時差異の未処理額（千円） － － 

(5)未認識数理計算上の差異（千円） 5,237 △1,954 

(6) 未認識過去勤務債務（債務の減額）（千円） △77,281   △38,640  

(7)貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5)＋(6) 

（千円） 
△383,948 △348,838 

(8)前払年金費用（千円） － － 

(9) 退職給付引当金 (7)－(8)（千円） △383,948   △348,838  



３．退職給付費用の内訳 

４．退職給付債務の計算基礎 

（ストック・オプション等関係） 

 前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  
第40期 

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

退職給付費用（千円）   43,782     41,315  

 (1)勤務費用（千円） － － 

 (2)利息費用（千円） 8,009 7,797 

 (3)期待運用収益（減算）（千円） － － 

 (4)会計基準変更時差異の費用処理額（千円） － － 

 (5)数理計算上の差異の費用処理額（千円） 10,918 6,435 

 (6)過去勤務債務の費用処理額（千円） △38,640 △38,640 

 (7)前払退職金支給額（千円） 17,480 18,273 

 (8)確定拠出年金への掛金支払額（千円） 46,014 47,449 

  
第40期 

（平成18年９月30日） 
第41期 

（平成19年９月30日） 

(1)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(2)割引率（％） 2.5 2.5 

(3)期待運用収益率 － － 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） ５   ５ 

  

（各事業年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理する
こととしております。） 

同左 

(5)会計基準変更時差異の処理年数（年） ５  － 

(6)過去勤務債務の額の処理年数（年） ５    ５ 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

 該当事項はありません。 

（企業結合等） 

 前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

  該当事項はありません。 

 当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成18年９月30日） 

当事業年度 
（平成19年９月30日） 

 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

  の内訳  

 １.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別  

 の内訳 

繰延税金資産   

 退職給付引当金 155,499千円 

  確定拠出年金移行に伴う未払金 41,486 

 役員退職慰労引当金 23,181 

 賞与引当金 55,459 

 貸倒引当金 7,919 

 未払事業税 16,134 

 その他 19,427 

繰延税金資産計 319,107 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △1,777 

繰延税金負債計 △1,777 

繰延税金資産の純額 317,329 

繰延税金資産   

 退職給付引当金 141,279千円 

  確定拠出年金移行に伴う未払金 32,054 

 役員退職慰労引当金 18,613 

 賞与引当金 55,654 

 貸倒引当金 8,339 

 未払事業税 2,957 

 その他有価証券評価差額金 314 

 その他 14,170 

繰延税金資産計 273,383 

繰延税金資産の純額 273,383 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担 

   率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因 

   となった主要な項目別の内訳 

 ２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

  率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

  となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.5％ 

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない 

 項目 

0.4 

 住民税均等割 1.9 

 役員賞与引当金 2.7 

 試験研究費等の税額控除 △0.1 

 その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.5 

     

法定実効税率 40.5％ 

（調整）   

 交際費等永久に損金に算入されない 

 項目 

0.5 

 住民税均等割 2.2 

 役員賞与引当金 2.1 

 試験研究費等の税額控除 △0.0 

 その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.2 

     



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自平成17年10月１日 至平成18年９月30日） 

  親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       ①環境関連業務の請負については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。 

   ②事務所の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

当事業年度（自平成18年10月１日 至平成19年９月30日） 

  親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記の金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

２．取引条件ないし取引条件の決定方針等 

       ①環境関連業務の請負については、個別に見積書を提出し価格交渉の上、決定しております。 

   ②事務所の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 
応用地質 

株式会社 

東京都 

千代田区 
16,174,600 

地質調査等

建設コンサ

ルタント 被所有割合 

直接 

68.6％ 

役員 

２名

環境関

連業務

の請負

環境関連業

務の請負 
426,046 

調査等 

未収入金 
67,444 

計測機器の

製造販売 

  

未成調査

等受入金 
5,722 

事務所の 

賃貸  
457 － － 

属性 
会社等の 
名称 

住所 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 
応用地質 

株式会社 

東京都 

千代田区 
16,174,600 

地質調査等

建設コンサ

ルタント 被所有割合 

直接 

68.6％ 

役員 

１名

環境関

連業務

の請負

環境関連業

務の請負 
382,940 

調査等 

未収入金 
75,569 

計測機器の

製造販売 

  

未成調査

等受入金 
－ 

事務所の 

賃貸  
457 － － 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

    該当事項はありません。 

第40期 
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日） 

第41期 
（自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日） 

１株当たり純資産額             748.52円

１株当たり当期純利益金額 65.39円

１株当たり純資産額            788.70円

１株当たり当期純利益金額 55.97円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  
第40期 

(自 平成17年10月１日 
至 平成18年９月30日) 

第41期 
(自 平成18年10月１日 
至 平成19年９月30日) 

当期純利益（千円） 254,435 217,800 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益（千円） 254,435 217,800 

期中平均株式数（千株） 3,891 3,891 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

クリーンエナジーファクトリー株式会社 110 49,500 

株式会社ティーネットジャパン 20,000 4,400 

日本板硝子株式会社 5,000 3,510 

東北化学薬品株式会社  5,000 2,880 

住友軽金属工業株式会社  10,000 2,030 

株式会社みちのく銀行  5,000 1,775 

不二硝子株式会社  3,000 1,395 

いであ株式会社 1,000 582 

国際航業株式会社  1,000 576 

株式会社福山コンサルタント  1,000 310 

その他（２銘柄）  1,040 145 

計 52,150 67,103 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

シャープ株式会社第20回無担保転換社債型

新株予約権付社債（転換社債型新株予約権

付社債間限定同順位特約付） 

2,000 2,151 

計 2,000 2,151 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

（投資信託受益証券）     

  証券投資信託受益証券（３銘柄）  20,034,953 21,008 

計 20,034,953 21,008 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額・減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 ２．無形固定資産の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当

期減少額」の記載を省略しております。 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産               

建物 910,727 10,563 263 921,028 456,012 34,855 465,016 

構築物 26,747 － － 26,747 16,830 1,916 9,916 

機械装置 341,149 2,088 － 343,237 292,155 14,682 51,082 

車両運搬具 6,123 340 － 6,464 5,888 72 575 

工具器具及び備品 1,061,005 52,934 29,121 1,084,818 898,124 79,129 186,694 

土地 624,751 － － 624,751 － － 624,751 

有形固定資産計 2,970,505 65,927 29,384 3,007,048 1,669,010 130,655 1,338,037 

無形固定資産               

電話加入権 － － － 9,994 － － 9,994 

施設利用権 － － － 1,248 623 117 625 

ソフトウェア － － － 14,235 7,941 2,987 6,294 

無形固定資産計 － － － 25,479 8,564 3,104 16,914 

長期前払費用 4,281 300 1,685 2,896 1,375 982 1,520 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

建物 増加額 東京技術センター 
アスベスト分析関連

設備の取得 
6,143千円 

工具器具及び備品 

増加額 本社 測定機器の取得 9,778千円 

増加額  秋田支店 
分析装置・測定機器

の取得 
7,290千円 

減少額  盛岡支店  
分析装置・測定機器

の除却 
17,063千円 

減少額  仙台支店 
分析装置・測定機器

の除却 
6,076千円 



【引当金明細表】 

（注）貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額及び債権回収による戻入額で

  あります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 29,375 11,437 110 9,189 31,513 

賞与引当金 136,937 137,417 136,937 － 137,417 

役員賞与引当金 30,600 24,480 30,600 － 24,480 

損害賠償引当金  9,675 － 9,675 － － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ)相手先別内訳 

(ロ)期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 5,415 

預金の種類   

普通預金 886,427 

定期預金 20,000 

郵便振替口座 234 

小計 906,662 

合計 912,078 

相手先 金額（千円） 

株式会社間組 41,110 

ケミカルグラウト株式会社 8,700 

五洋建設株式会社 4,820 

株式会社日栄 4,404 

株式会社クボタ工建 2,646 

その他 15,316 

合計 76,996 

期日別 金額（千円） 

平成19年10月 15,732 

11月 39,291 

12月 10,391 

平成20年１月 10,421 

２月 420 

３月 739 

４月以降 － 

合計 76,996 



３）調査等未収入金 

(イ)相手先別内訳 

(ロ）調査等未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注）当期発生高には消費税等が含まれております。 

４）未成調査支出金 

５）貯蔵品 

６）繰延税金資産 

  財務諸表の（税効果会計関係）注記を参照 

相手先 金額（千円） 

応用地質株式会社 75,569 

クリーンエナジーファクトリー株式会社 67,200 

ジェイアール西日本コンサルタンツ株式会社 31,500 

青森県 24,223 

大阪湾広域臨海環境整備センター 21,982 

その他 600,364 

合計 820,840 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

773,403 5,512,979 5,465,542 820,840 86.9 52.8 

区分 金額（千円） 

材料費 7,138 

労務費 264,064 

外注費 113,257 

経費 142,627 

合計 527,088 

品目 金額（千円） 

分析試薬 13,517 

建築物管理薬品 4,062 

測定用部材 2,780 

合計 20,360 



② 負債の部 

１）調査等未払金 

２）退職給付引当金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社カネカテクノリサーチ 9,456 

株式会社福島建設 8,359 

株式会社昭栄工業 8,158 

北星化学株式会社 6,026 

有限会社アクタス・プランニング 4,768 

その他 127,380 

合計 164,149 

区分 金額（千円） 

退職給付債務 308,243 

会計基準変更時差異の未処理額 － 

未認識数理計算上の差異 1,954 

未認識過去勤務債務（債務の減額） 38,640 

合計 348,838 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、以下に掲げる権利以外の権利を行使することができません。 

   (1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

   (2) 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

   (3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 １０月１日から９月３０日まで 

定時株主総会 １２月中 

基準日 ９月３０日 

株券の種類 100株券、1,000株券、10,000株券 

剰余金の配当の基準日 
３月３１日 

９月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え   

取扱場所 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各取次所 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

株券喪失登録に伴う手数料 
１．喪失登録    １件につき 10,000円 

２．喪失登録株券  １枚につき    500円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 東京証券代行株式会社 本店 

株主名簿管理人 東京都千代田区大手町二丁目６番２号 東京証券代行株式会社 

取次所 東京証券代行株式会社 各取次所 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他 

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載URL 

http://www.ns-kankyo.co.jp 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である応用地質株式会社は、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しております。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第40期）（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日）平成18年12月19日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

（第41期中）（自 平成18年10月１日 至 平成19年３月31日）    平成19年６月15日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成18年12月19日

エヌエス環境株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているエヌエス環境株式会

社の平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第40期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌエス環境株式会

社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

「会計処理方法の変更」に記載されているとおり、会社は当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」を適用して財務諸表を作

成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 布施木 孝 叔 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 澤 祥 次 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年12月20日 

エヌエス環境株式会社  

  取締役会 御中      

  新日本監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 布施木 孝 叔 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 和 田 慎 二 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるエヌエス環境株式会社の平成18年10月１日から平成19年９月30日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、エヌエ

ス環境株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

 以  上

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。 
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